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１－１ 情報統合管理基盤導入の背景

・スマートシティは、市場や雇用の創出、都市の持続的成長に資する政策として、世界各地でエネルギー・環境の切り口
から取り組みが進められており、国内では震災後、防災の面からも注目されている

・国では、今後のエネルギー計画の見直しの中で、太陽光や風力などの再生可能エネルギーを「基幹エネルギー」に加
えることを表明

・スマートシティを有効に機能させるには、エネルギー、水、通信、交通、建物、行政サービスなどの社会インフラ情報を
収集し、一元的に管理・見える化し、リアルタイム解析による意味を抽出するためのIT システム基盤（スマートシティ情
報統合管理基盤）が必要

・国内のスマートシティでは、社会インフラ情報管理基盤を導入した実証の未実施が課題とされている

・市として、自治体が持つべき「エネルギーの管理」と「資産の統合管理」が実現されていない状況

・今後、基盤を通じた社会インフラ情報の管理が各自治体共通の課題となる
【要因】①エネルギー管理の重要度の高まり（石油高騰・省エネ・ＣＯ２、災害対応など）

②自治体職員の減少と業務多様化への対応の両立
③政策判断の迅速化の要請
④県境を越えた自治体間連携の活発化
⑤官民連携の進展など

・環境立市あきたの実現を県都成長プランに位置づけ、環境と経済の好循環を図り地域活性化を目指すこととしている

１
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１－２ 情報統合基盤が解決する課題

２

・現状では、都市の構成要素全体（社会インフラ情報）を管理する方法を持っていない

・都市の管理者は、都市のリアルタイムの状態や過去データとの関係を把握する方法を持っていない

・都市に影響を与える状況の予測が難しく、対応行動が遅い

・都市の問題点やゴールをデータの裏付けをもって明確に定義できない

・見える化等によって住民の理解・合意形成に資するシステムを持っていない

・都市の各システムと機能を最適に制御することが可能になる

・都市の状態を一目かつリアルタイムに把握できる

・把握可能な情報を活用し、傾向を分析、予測することができる

・データに裏付けされた課題整理に基づき、迅速な政策決定を支援できる

・都市と住民の効果的なコミュニケーションに活用できる

都市が抱える課題

基盤導入で実現できること
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２－１ 基盤の目的

・市有施設の各種情報・データを一元的に収集・管理し「エネルギー管理」「資産統合管理」を実現する基盤
として整備

・他都市に先んじて、エネルギー需給調整・災害対応・交通など、基盤を活用した実証を可能とする環境を
整え、参画企業と地元企業との連携等を通じた地域経済活性化を図る

・将来的には、モビリティ、電子地域通貨、地産エネルギー導入といったその他のスマートシティ・プロジェク
トの情報管理基盤として、また災害時の需給間調整や迅速な復旧を支援するインフラとしての活用を目指
す

・災害時のエネルギー利用やバックアップ体制構築など、東北地方の復興における都市のモデルケースと
なり、被災自治体の復興支援に資するとともに、支援に伴う国や各種団体・企業の投資を呼び込む

・実質的に国内自治体初の基盤導入事例となることで環境立市の前進を大きくＰＲ

３
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２－２ 当面の事業概要

(1)想定対象施設

エネルギー管理（５拠点：太平山自然学習センター、美短、テルサ、サンライフ、福祉センター）

資産管理（９拠点：上記５拠点、文化会館、山王中学校、保健所、保健センター）

(2)事業概要

【１年目】 ①初期対象となる９拠点の資産管理基盤構築と資産台帳整備

②９拠点のうち２拠点（太平山自然学習センター、美短）には詳細データ収集・分析基盤を導入

③９拠点のうち３拠点（テルサ、サンライフ、福祉センター）は必要最低限のエネルギー収集・分析基盤導入

※上記に必要なエネルギー計測センサーの設置を含む

④資産管理およびエネルギー管理の見える化画面の構築

【２年目】 ①資産管理基盤の運用（9拠点） ②エネルギー管理基盤の運用（5拠点） ③資産管理最適化支援（9拠点）

④エネルギーの目標管理、使用量最適化支援（5拠点）

(3)委託内容（２年目～）

○エネルギー管理

エネルギー管理運用支援内容（エネルギー目標設定、エネルギー分析、省エネ提案、設備最適化支援）
○資産管理
資産管理運用支援内容（エネルギー設備の台帳更新(施設含む)、保全計画の策定、保全作業の管理、データ連携）

※業務委託の範囲の拡大については、基盤導入後、費用対効果を見つつ継続して検討を行う

４
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２－３ 基盤全体イメージ

情報統合管理基盤システム
（社会インフラ情報一元管理）

クラウド１ クラウド２

(仮)施設統合管理室

（資産・エネルギー管理）

本庁舎

山王中
市立病院

文化会館

電気 /ガス /水道
計量メーター

ルーター
I/F 装置

ユーザ入力

I/F 装置

既存 BAS/BEMS

直接通信
ルーター

バックアップ

テルサ

I/F 装置

既存 BAS/BEMS

直接通信
ルーター

保健所周辺

電気 /ガス /水道
計量メーター

ルーター
I/F 装置

基盤データ解析・改善提案

地域通貨

地産エネルギー
災害対応モビリティ

プロジェクト各事業

グリーンツーリズム

委託事業者

５



あきたスマートシティ・プロジェクト

２－４ 基盤エネルギーデータ収集イメージ

６

エネルギー管理対象施設の使用データをインターネット回線で基盤に送信（初期対象は５施設）
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２－５ 基盤の機能「エネルギー管理イメージ」

管理部門と各施
設の連携

秋
田
市
全
体
の
管
理

各
施
設
の
管
理

情
報

基
盤

コ
ン

サ
ル

管理部門

情報統合管理基盤

市指針省エネ法
•定期報告書
•中長期計画
•管理標準

各施設管理者

エネルギーコンサル

各施設でPDCAを回す
各施設エネルギー目標
設定
エネルギー分析
省エネ提案/指南
設備最適化支援

数年で自律的に改善サイ
クルが回ることを目指す

ESCOレ
ポート

７

基盤に集約した情報の分析結果をもとに、市（含む各施設）のエネルギー管理を実現体制を構築

併せて、市内部のエネルギーの管理標準を規定し、体制を強化していく必要がある



あきたスマートシティ・プロジェクト

８

２－６ 基盤の機能「資産管理・設備運用管理イメージ」

次回修理までの年数予測方法（ポンプの例）

設置年度

（前回修理
年度）

当初測定値 限界値 修理年度 修理前 修理後 経過年数 劣化量
年当り
劣化量

劣化許容量
劣化限界

までの年数

① ② ③ ④ ⑤

a b c d e f d - a b - e
(b - e)

/
(d - a)

f - c g: ④/③

振動 μm 1981 20 50 2006 60 35 25 40 1.6 15 9.4

絶縁抵抗 ＭΩ 1981 100 100 2006 100 100 25 0 0 0

電流 A 1981 172 180 2006 181 172.4 25 9 0.36 7.6 21.1

温度 ℃ 1981 22 50 2006 45 23 25 23 0.92 27 29.3

流入圧力 Ｍｐa 1981 0.16 0.1 2006 0.15 0.15 25 0.01 0.0004 0.05 125

流出圧力 Ｍｐa 1981 0.53 0.4 2006 0.525 0.525 25 0.005 0.0002 0.125 625

エンペラケーシング隙間 mm 1981 2006

摺動部隙間 mm 1981 2006

軸芯ずれ外周 mm 1981 0.01 0.05 2006 0.15 0.013 25 0.14 0.0056 0.037 6.6

軸芯平行度隙間 mm 1981 0.01 0.1 2006 0.12 0.045 25 0.11 0.0044 0.055 12.5

6.6次回修理までの年数　（⑤の最小値）

診断項目

設置当初
（前回修理時）

修理時測定値 劣化予測

■資産台帳管理
-資産登録/廃棄機能
-運転時間（年報）取込

機能

■資産台帳管理
-資産登録/廃棄機能
-運転時間（年報）取込

機能

■測定値入力
-測定値登録機能

■測定値入力
-測定値登録機能

■工事管理
-各種工事計画機能
-各種工事実績登録機能

■工事管理
-各種工事計画機能
-各種工事実績登録機能

資産資産資産管理者

点検業者

工事業者

　

設置年度
a

当初値 b

修理後回復値 f

限界値　c

修理年度
d

修理前劣化値 e

劣化限界
までの年数

g

時間軸

健
全

度

劣化の傾き
b - e

d - a

劣化の傾き予測
b - e

d - a
劣化許容量

f - c

「次回修理までの年数」

すべての測定項目の年数（g)を
求め、その最小値とする

劣化の傾きは同値とみなす

機器名称 2009 2010 2011

NO.1洗浄揚水ポンプ（電動機） 5,000

NO.1洗浄揚水ポンプ（ポンプ） 5,000

NO.2洗浄揚水ポンプ（電動機） 5,000

NO.2洗浄揚水ポンプ（ポンプ） 6,000

NO.1排泥ポンプ（電動機） 5,000

経営企画

■劣化予測
-修繕・更新サイクル算出

■劣化予測
-修繕・更新サイクル算出

■中長期計画
-維持更新の中長期

計画作成機能

■中長期計画
-維持更新の中長期

計画作成機能

■マスタ管理
-工種、款項目節マスタ

管理機能

■マスタ管理
-工種、款項目節マスタ

管理機能

作業管理・予防保全作業管理・予防保全

資産管理者劣化予測
データ
収集

中長期
計画

データ
収集

次回修理までの年数予測方法（ポンプの例）

設置年度

（前回修理
年度）

当初測定値 限界値 修理年度 修理前 修理後 経過年数 劣化量
年当り
劣化量

劣化許容量
劣化限界

までの年数

① ② ③ ④ ⑤

a b c d e f d - a b - e
(b - e)

/
(d - a)

f - c g: ④/③

振動 μm 1981 20 50 2006 60 35 25 40 1.6 15 9.4

絶縁抵抗 ＭΩ 1981 100 100 2006 100 100 25 0 0 0

電流 A 1981 172 180 2006 181 172.4 25 9 0.36 7.6 21.1

温度 ℃ 1981 22 50 2006 45 23 25 23 0.92 27 29.3

流入圧力 Ｍｐa 1981 0.16 0.1 2006 0.15 0.15 25 0.01 0.0004 0.05 125

流出圧力 Ｍｐa 1981 0.53 0.4 2006 0.525 0.525 25 0.005 0.0002 0.125 625

エンペラケーシング隙間 mm 1981 2006

摺動部隙間 mm 1981 2006

軸芯ずれ外周 mm 1981 0.01 0.05 2006 0.15 0.013 25 0.14 0.0056 0.037 6.6

軸芯平行度隙間 mm 1981 0.01 0.1 2006 0.12 0.045 25 0.11 0.0044 0.055 12.5

6.6次回修理までの年数　（⑤の最小値）

診断項目

設置当初
（前回修理時）

修理時測定値 劣化予測

■資産台帳管理
-資産登録/廃棄機能
-運転時間（年報）取込

機能

■資産台帳管理
-資産登録/廃棄機能
-運転時間（年報）取込

機能

■測定値入力
-測定値登録機能

■測定値入力
-測定値登録機能

■工事管理
-各種工事計画機能
-各種工事実績登録機能

■工事管理
-各種工事計画機能
-各種工事実績登録機能

資産資産資産管理者

点検業者

工事業者

　

設置年度
a

当初値 b

修理後回復値 f

限界値　c

修理年度
d

修理前劣化値 e

劣化限界
までの年数

g

時間軸

健
全

度

劣化の傾き
b - e

d - a

劣化の傾き予測
b - e

d - a
劣化許容量

f - c

「次回修理までの年数」

すべての測定項目の年数（g)を
求め、その最小値とする

劣化の傾きは同値とみなす

機器名称 2009 2010 2011

NO.1洗浄揚水ポンプ（電動機） 5,000

NO.1洗浄揚水ポンプ（ポンプ） 5,000

NO.2洗浄揚水ポンプ（電動機） 5,000

NO.2洗浄揚水ポンプ（ポンプ） 6,000

NO.1排泥ポンプ（電動機） 5,000

経営企画

■劣化予測
-修繕・更新サイクル算出

■劣化予測
-修繕・更新サイクル算出

■中長期計画
-維持更新の中長期

計画作成機能

■中長期計画
-維持更新の中長期

計画作成機能

■マスタ管理
-工種、款項目節マスタ

管理機能

■マスタ管理
-工種、款項目節マスタ

管理機能

作業管理・予防保全作業管理・予防保全

資産管理者劣化予測
データ
収集

中長期
計画

データ
収集

エネルギー管理の分析結果をもとに、管理対象設備の不具合検知や劣化予測、長寿命化等を実現

施設情報を含めた部局横断的な中長期の改修計画を作成し、財政投資の平準化を支援
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２－７ 情報統合管理基盤イメージ
★ エネルギー分析（異常検知）⇔設備保全管理（作業指示）連携

９

情報統合管理基盤

クラウド・Web環境

■ エネルギー分析サービス ■ 施設・設備運用管理サービス（FM）

異常検知
・通知
・履歴情報 など

■ 設備保全機能の活用

各施設管理者・作業者

■ 現場処置・報告

各施設管理者・作業者

業
務
連
携
・
支
援

業
務
連
携
・
支
援

エネルギー管理と資産管理の連携で、エネルギーコストの削減と施設・設備保全コストの削減を実現
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初年度（システム構築）

◎資産・設備管理(ファシリティマネジメント) とエネルギー管理の効率的な連携

◎地理情報システム（GIS）との連携

◎作成された画面や情報画面を組織内で共有

◎外部からの侵入防御、インターネット環境におけるデータの安全性、データセキュリティの確保

◎対象施設のエネルギー関連設備台帳の作成により、資産ライフサイクルと設備更新作業管理が可能

◎エネルギー関連資産の更新によるＣＯ２削減効果をもとに、ＣＯ２削減施策の優先順位の決定を支援

◎資産管理・作業管理機能との連携で、設備保全と一体化した管理を可能とする機能が実装

◎施設・建物・設備・センサデータからエネルギー使用量、CO2排出量を可視化し、省エネ活動推進に活

用可能

◎過去のエネルギーデータの分析・比較表示により傾向分析や施設区分や用途別などの区分別の数値

比較が可能

◎エネルギー使用量情報(月別)、コスト情報と連携し、CO2/エネルギー消費削減活動に対する費用対

効果を可視化

◎自動的にデータ傾向分析によるエラー抽出・不具合検知が可能

◎震災・防災対策等の資材情報、備蓄情報等の追加管理が可能

２－８ 実現される基盤の機能案

１０
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２－９ 実現される基盤の機能案「次年度以降」

１１

次年度以降（システム運用）

○リアルタイム（ある出来事が起きて一定時間内）での検知と管理が可能

○エネルギーや資産情報の「限界値を超える」「耐用年数を過ぎる」等の通知をもとにした施策実行が可

能

○施設・組織部門別のエネルギー使用量の分析、評価、診断に基づき、エネルギー削減の改善を提案

○空調、熱源、電力系統などのエネルギー診断、異常状態の自動検知、傾向分析を行い、施設管理部

門や診断サービス部門に対する早期のエネルギー改善対策を提言

○省エネ法や自治体条例に対応したエネルギー管理のアドバイス・提案を提供

○設備保全業務について改善提案を提供

拡張機能（追加可能）

□震災時や停電時の迅速な対応や、国内・海外のクラウド環境でのバックアップが可能な形での運用

□サービス管理機能により出来事が発生した際の対応作業を一元的に管理可能

□承認手続きなどに必要な処理の流れを規定する作業手順指示が実装

□その他
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１２

３－１ 基盤導入の効果の想定仮説「初期現地調査より」

 以下の施設について現地調査を行った結果、情報統合基盤を活用した継続的な運用改善により平均７％以上の

効果創出が来年度以降見込めることが明らかになった

・美術短期大学 ・老人福祉センター ・保健センター ・サンライフ秋田 ・保健所

 期待される効果の概要は以下のようなものである

 前提：市・各施設のエネルギー管理体制、エネルギー管理標準が整備され改善施策が実行されること。

①照明の消し忘れやコンセントを使用する機器の無駄な稼働状況などをデータとして把握することが可能となるため

エネルギーの効率的な使用を図ることが可能

②施設毎のエネルギー使用特性が把握出来かつその情報を集計・解析を行うことにより、空調・熱源の運用改善や

将来的な設備改修等に生かすことが可能

③設備機器のメンテナンス情報などの一元化により、効率的なエネルギーの利用が可能

改善効果 電力 ガス 灯油 １次換算値 エネルギー費

(kWh) (ｍ3) (L) (MJ) (千円/年)
保健センター 1,171 3,555 0 171,396 535

（削減率） （0.9%） （12.9%） （6.9%） （8.2%）
サンライフ秋田 -22,931 16,016 0 496,931 2,073

（削減率） -（7.6%） （21.9%） （8.0%） （12.5%）
保健所 1,066 3,906 0 186,191 585

（削減率） （0.3%） （14.4%） （4.2%） （7.1%）
老人福祉センター 2,771 6,778 0 332,064 1,003

（削減率） （1.3%） （10.7%） （6.8%） （7.5%）
美術短期大学 38,409 1,008 11,147 829,314 1,545

（削減率） （3.2%） （1.3%） （12.0%） （4.4%） （4.5%）
合計 20,487 31,263 11,147 2,015,896 5,741

（削減率） （0.9%） （11.6%） （12.0%） （5.5%） （7.3%）
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３－２ 基盤導入の効果の事例「災害発生時」
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自立電源等の使用

共有電池の整備

導入地域のﾊﾞﾗﾝｽ配慮

風力発電

手法・機能

安否確認
被害見える化
避難所管理

道路復旧状況
物資最適化

資源・意思決定最適化シミュレーション

共有電池

エネルギーセキュリティ・
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ESCOの事業化

情報統合管理基盤と連動

１３

基盤と地域ＥＳＣＯ、地産エネルギーの各事業を組み合わせることで、災害時に強いまちづくりを実現

クラウド上のサーバーを活用することで、有事の際の市民への情報発信が可能
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４ 基盤導入の工程概要

１４

(1)対象施設

【１、２年目】

エネルギー管理５拠点、資産管理９拠点

【(想定)３年目以降】

原油換算値10kl以上の施設（213拠点）の資産管理、上位20拠点の詳細エネルギー管理

(2)見積り前提

【１年目：再掲】

①初期対象となる９拠点の資産管理基盤構築と資産台帳整

②９拠点のうち２拠点には詳細データ収集・分析基盤を導入

③９拠点のうち３拠点は必要最低限のエネルギー収集・分析基盤導入

※上記に必要なエネルギー計測センサーの設置を含む

④資産管理およびエネルギー管理の見える化画面の構築

【２年目：再掲】

①資産管理基盤の運用（9拠点） ②エネルギー管理基盤の運用（5拠点） ③資産管理最適化支援（9拠点）

④エネルギーの目標管理、使用量最適化支援（5拠点）

【３年目～】☆３年目以降については、２年目の実績を踏まえて拡大対象施設を検討する

①資産管理基盤の拡張（1年目とあわせて213拠点、3年目以降に20拠点ずつ追加）

②エネルギー消費量の多い施設へエネルギー基盤を導入
（1年目とあわせて20拠点。3年目以降、5拠点ずつ必要なエネルギー計測センサー設置も含む）

③取り組みは２年目と同様
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１５

4月5-6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

PJ1：
スマートシティ
情報統合管理基盤構築

予算案検討
事業者選定手法検討

仕様書案検討

事業者選定

H23事業実施：Phase-1システム構築

運用開始

PJ2：「地域ＥＳＣＯ事業」連動

推進協議会 ② ③ ④ ⑤

要件定義

詳細設計

サイト側施工・調整

クラウド機能設定

試運転・検査
概要設計

５ 基盤構築のスケジュール
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日本, 幕張
リモート・センター

（2011年 3月 提供開始）

日本, 幕張
リモート・センター

（2011年 3月 提供開始）

米国
ラーレイ (RTP)
メイン・センター

（2010年 5月 提供開始）

米国
ラーレイ (RTP)
メイン・センター

（2010年 5月 提供開始）

ドイツ
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リモート・センター

（2010年 8月 提供開始）
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参考 クラウド基盤イメージ
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